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社会保障審議会 福祉部会 第17回 開催（５月２０日） 

 改正社会福祉法のうち、平成29年４月１日施行の改正事項の詳細については、現在、社会保障

審議会福祉部会において検討が進められています。 

４月19日の第１６回福祉部会後、「社会福祉法人の財務規律の向上に係る検討会」が４月26

日、５月17日の２回にわたり開催され、社会福祉法人の会計監査等に係る事項、余裕財産の明確

化における控除対象財産に係る事項が検討されました。 

こうした検討を経て、5月20日に第１７回社会福祉審議会福祉部会が開催されました。 

 当日は、第 16 回福祉部会に出された、平成 29 年度施行とされている検討課題４項目のうち、

①評議員会の員数に係る経過措置、②会計監査人の設置法人について、以下のとおり検討の方向

性が示され、検討が行われました。 
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 評議員の員数は「７人以上（理事の員数を超える人数）」とされていますが、小規模法人への

経過措置として、「一定の事業規模を超えない法人について、施行から３年間、評議員の数につ

いて４人以上とする」となっています。 

 この小規模法人の事業規模について、厚労省からは、経営施設数でなく、サービス活動収益を

基準として検討する方向性が示されました。委員からは、収益規模の考え方や未設置法人への評

議員選任に向けた支援方法などについて意見が出され、厚労省では、次回の部会で基準案を示す

としています。 

  

また、「一定の事業規模を超える法人に会計監査人の設置を義務付ける」こととなっています

が、その法人の事業規模について、２６年度の福祉部会の報告では、「①収益（事業活動計算書

におけるサービス活動収益）が 10 億円以上の法人（当初は 10 億円以上の法人とし、段階的に

対象範囲を拡大）、②負債（貸借対照表における負債）が 20 億円以上の法人」とされています。 

 このことについて、厚労省からは、公認会計士等における準備の必要性や施行までの準備期間

が１年足らずという状況にある中、段階的な導入の方向性が示されました。 

  

 そのほかにも、「社会福祉法人の財務規律の向上に係る検討会」（４月２６日、５月１７日）の

議論をふまえた方向性が示されました。委員からは、会計監査人の設置が義務付けられない法人

についても、財務規律の向上のために支援が受けられる仕組みの必要性など意見がありました。 
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現在まで、2 回開催された、「社会福祉法人の財務規律の向上に係る検討会」は、今後、非公開

で開催され、検討結果が社会保障審議会福祉部会に提出されると推測されます。 

次回の社会保障審議会福祉部会は、６月上旬に開催される予定ですが、残る検討事項である「控

除対象財産の算定方法」や「地域協議会について」検討されることとなると思われます。 

 

○第 17 回社会福祉審議会福祉部会当日資料は、以下に掲載されています。 

  http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-hosho.html?tid=126700 

 

○社会福祉法人の財務規律の向上に係る検討会当日資料等は下記に掲載されています。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-syakai.html?tid=350348 

 

 

 
＜東京都社会福祉協議会 経営相談室＞ ＴＥＬ０３－３２６８－７１７０ 

  平成28年4月より、福祉施設経営相談事業は、新たな体制で実施しております。 

  引き続きよろしくお願いいたします。 

＊本相談室へのご相談には k_soudan@tcsw.tvac.or.jp をご利用ください。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-hosho.html?tid=126700
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